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1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期       19,515    23.0       1,717   184.2       1,853   101.5
16年 9月中間期       15,861     7.0         604   △19.9         920   △12.7

17年 3月期       41,886－        3,241－        3,599－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期          844   196.1          12.34
16年 9月中間期          285   △19.9           4.17

17年 3月期        1,554－          21.26

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期     68,451,825株 16年 9月中間期     68,501,741株
17年 3月期     68,488,821株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期           6.00－ 特別配当 － 円－銭
16年 9月中間期           5.00－

17年 3月期 －          20.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期       49,645       32,632     65.7        476.81
16年 9月中間期       44,507       30,958     69.6        451.98

17年 3月期       49,690       32,220     64.8        470.62

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期     68,439,410株 16年 9月中間期     68,495,137株
17年 3月期     68,464,001株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期      1,984,816株 16年 9月中間期      1,929,089株
17年 3月期      1,960,225株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       47,000       3,900       1,900         19.00         25.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          27円76銭

上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て 表 示 し て お り ま す 。 ま た 上 記 の 予 想 に は 、 発 表 日 現 在 の 情 報 に
基 づ く 予 測 が 含 ま れ て お り 実 際 の 金 額 に は 、 さ ま ざ ま な 要 因 に よ り 、 記 載 の 予 想 数 値 と 大 幅 に 異 な
る 可 能 性 が あ り ま す 。 な お 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 添 付 資 料 の5 ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。



― ２１ ― 

６．個別中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 3 月 31 日現在)

年 度 別 

 

科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

  ％  ％  ％ 

（資 産 の 部） （   44,507）  （   49,645）  （   49,690）  

Ⅰ流 動 資 産  30,973 69.6 33,139 66.8 34,652 69.7 

現金預金 13,587  12,777  15,164  

受取手形 847  1,248  1,025  

完成工事未収入金 2,963  3,660  6,654  

売掛金 6,107  5,872  6,472  

製品 1,007  1,671  1,193  

未成工事支出金 2,689  4,149  1,242  

仕掛品 2,246  2,531  1,735  

材料貯蔵品 515  520  517  

前払費用 67  125  82  

繰延税金資産 215  248  283  

その他流動資産 734  341  293  

貸倒引当金 △     10  △      8  △     12  

Ⅱ固 定 資 産  13,533 30.4 16,505 33.2 15,038 30.3 

有 形 固 定 資 産 7,715  7,410  7,687  

建物・構築物 2,939  2,802  2,851  

機械・運搬具 981  1,257  1,020  

工具器具・備品 550  560  476  

土地 3,133  2,701  3,133  

建設仮勘定 109  88  204  

無 形 固 定 資 産 96  217  239  

投資その他の資産 5,721  8,877  7,112  

投資有価証券 3,064  5,642  3,668  

子会社株式 169  286  286  

長期貸付金 27  492  500  

長期前払費用 30  37  40  

繰延税金資産 1,980  1,883  2,096  

その他投資等 722  780  775  

貸倒引当金 △    273  △    244  △    254  

       

資 産 合 計 44,507 100.0 49,645 100.0 49,690 100.0 
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（単位：百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 3 月 31 日現在)

年 度 別 

 

科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

  ％  ％  ％ 

（負 債 の 部） （   13,548） 30.4 （   17,012） 34.3 （   17,470） 35.2 

Ⅰ流 動 負 債   8,321 18.7 10,903 22.0 11,491 23.1 

支払手形 3,590  4,950  4,014  

工事未払金 1,663  2,257  2,811  

買掛金 1,159  1,612  1,886  

短期借入金 151  10  21  

未払金 267  294  466  

未払法人税等 461  874  1,436  

未成工事受入金 249  86  117  

完成工事補償引当金 57  68  75  

賞与引当金 327  343  327  

工事損失引当金 ―  43  ―  

その他流動負債 394  362  333  

Ⅱ固 定 負 債   5,227 11.7 6,108 12.3 5,978 12.1 

長期借入金 11  130  130  

退職給付引当金 4,855  5,555  5,461  

役員退職慰労金引当金 359  422  386  

その他固定負債 0  0  0  

       

（資 本 の 部） （   30,958） 69.6 （   32,632） 65.7 （   32,220） 64.8 

Ⅰ資 本 金   8,774 19.7 8,774 17.7 8,774 17.6 

Ⅱ資 本 剰 余 金   9,677 21.7 9,679 19.5 9,678 19.5 

資本準備金 9,677  9,677  9,677  

その他資本剰余金 0  1  1  

Ⅲ利 益 剰 余 金  12,286 27.6 12,932 26.0 13,213 26.6 

利益準備金 1,227  1,227  1,227  

任意積立金 6,425  6,824  6,425  

中間(当期)未処分利益 4,633  4,880  5,560  

Ⅳその他有価証券評価差額金     782 1.8 1,845 3.7 1,134 2.3 

Ⅴ自 己 株 式 △    562 △1.2 △    599 △1.2 △    580 △1.2 

       

負債資本合計 44,507 100.0 49,645 100.0 49,690 100.0 
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（２）中間損益計算書 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の 

要約損益計算書 
自平成１６年４月 １日 自平成１７年４月 １日 自平成１６年４月 １日
至平成１６年９月３０日 至平成１７年９月３０日 

比較増減 

（△） 
至平成１７年３月３１日

年 度 別 

 

科   目 
金 額 比率 金 額 比率 金 額 金 額 比率

  ％ ％  ％
Ⅰ売 上 高 15,861 100.0 19,515 100.0 3,654 41,886 100.0
完成工事高 5,101 6,063 962 17,656
製品売上高 10,525 13,187 2,662 23,742
設備賃貸収入 234 264 29 487

   
Ⅱ売 上 原 価 13,336 84.1 15,910 81.5 2,573 34,860 83.2
完成工事原価 4,754 5,502 747 15,737
製品売上原価 8,473 10,268 1,795 18,884
設備賃貸原価 109 139 30 238
売 上 総 利 益 2,524 15.9 3,605 18.5 1,080 7,026 16.8
完成工事総利益 347 561 214 1,918
製品売上総利益 2,052 2,919 867 4,858
設備賃貸総利益 125 124 △     1 249

   
Ⅲ販売費及び一般管理費 1,920 12.1 1,887 9.7 △    32 3,784 9.1
営 業 利 益 604 3.8 1,717 8.8 1,113 3,241 7.7

   
Ⅳ営 業 外 収 益 327 2.1 150 0.8 △   176 383 0.9
受取利息配当金 279 104 △   175 290
雑収入 47 46 △     1 92

   
Ⅴ営 業 外 費 用 11 0.1 14 0.1 2 25 0.0
支払利息 3 6 3 6
雑支出 8 7 △     0 18
経 常 利 益 920 5.8 1,853 9.5 933 3,599 8.6

   
Ⅵ特 別 利 益 104 0.7 27 0.1 △    76 93 0.2
固定資産売却益 ― 0 0 ―
投資有価証券売却益 85 ― △    85 85
その他特別利益 18 27 8 7

   
Ⅶ特 別 損 失 537 3.4 468 2.4 △    69 1,012 2.4
固定資産売却・除却損 131 4 △   126 203
投資有価証券評価損 3 ― △     3 14
退職給付会計基準変更時差異償却 361 ― △   361 723
減損損失 ― 461 461 ―
その他特別損失 41 2 △    39 70
税引前中間(当期)純利益 487 3.1 1,413 7.2 926 2,681 6.4
法人税、住民税及び事業税 410 2.6 808 4.1 397 1,761 4.2
法人税等調整額 △   209 △1.3 △   240 △1.2 △    31 △   635 △1.5
中間(当期)純利益 285 1.8 844 4.3 559 1,554 3.7
前期繰越利益 4,348 4,035 △   312 4,348
中間配当額 ― ― ― 342
中間（当期）未処分利益 4,633 4,880 246 5,560
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 ··· 移動平均法による原価法 
②その他有価証券 

時価のあるもの············· 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、
全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定） 

時価のないもの············· 移動平均法による原価法 
(2)たな卸資産 

①製品························· 個別法または総平均法による原価法 
②未成工事支出金・仕掛品······· 個別法による原価法 
③材料貯蔵品··················· 移動平均法による原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産············ 定率法によっております。 

 ただし、建物（建物附属設備は除く）については、定額法によって
おります。 

(2)無形固定資産············ 定額法によっております。 
 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 
 
３．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金·········· 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)完成工事補償引当金 ···· 完成工事に係る補修費等の費用に備えるため、過去 2年間の完成工事補
償実績に基づいた将来の補修見込額を計上しております。 

(3)賞与引当金·········· 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しており
ます。 

(4)工事損失引当金······ 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当中間会計期間末における未
引渡工事の損失見込額を計上しております。 

(5)退職給付引当金······ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき当中間会計期間末において発生している
と認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生年度に全額費用処理しております。数理計算上の
差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（5 年）による按分額をそれぞれの発生の翌期より費用処理してお
ります。 

(6)役員退職慰労金引当金 ···· 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額
の全額を計上しております。 

 
４．収益及び費用の計上基準 

売上高の計上基準 
工事完成基準及び出荷基準によっておりますが、長期大型契約（工期が 1 年を超え、かつ、

受注金額が 10 億円以上）については、進行基準を採用しております。 
なお、この基準によった前中間会計期間売上高、当中間会計期間売上高及び前事業年度売上

高はありません。 
 
５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計方法によっております。 

 
６．ヘッジ会計の方法 
(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 
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(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段：為替予約取引 
ヘッジ対象：外貨建予定取引 

(3)ヘッジ方針 
当社では、海外取引における為替変動に対するリスクヘッジのため、為替予約取引を行ってお

ります。為替予約の締結については、稟議決裁を受けた後に行い、以後の契約の実行及び管理は
経理部において行っております。なお、リスクヘッジ手段としてのデリバティブ取引は為替予約
取引のみ行うものとしております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 
為替予約の締結時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、
両者の変動額を基礎にして判断しております。 

 
７．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は税抜方式によっております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適
用指針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第 6号）を適用してお
ります。 

これにより税引前中間純利益は 461 百万円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から直

接控除しております。 

 

追加情報 

工事損失引当金 

建設業界を取り巻く受注競争の激化や、鉄塔建設に要する鋼材等の仕入価格の上昇などが重なり、
工事損失が見込まれるものに対しては、財務内容の健全化を図る目的から工事損失引当金を計上する
ことといたしました。 
この結果、従来の方法に比較して、売上総利益、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益がそれ

ぞれ 43 百万円減少しております。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  前中間会計期間末 当中間会計期間末  前事業年度末
  （百万円）  （百万円）  （百万円）
１．有形固定資産の減価償却累計額  12,462  12,460  12,264 
       
２．担保資産及び担保付債務    

担保に供している資産  4,802  4,971  4,783 
担保付債務  29  9  19 

       
３．保証債務残高  11  6  8 
 
４．特定融資枠契約（コミットメントライン契約） 

当社は、資金需要に対する機動性・安全性の確保及び財務リスクの低減を図るため主要取引金融
機関と特定融資枠契約（コミットメントライン契約）を締結しております。 
特定融資枠契約の総額  4,800  4,800  4,800 
期末残高  ―  ―  ― 
差引高  4,800  4,800  4,800 

契約手数料  6  6  13 
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（中間損益計算書関係） 

  前中間会計期間 当中間会計期間  前 事 業 年 度
  （百万円）  （百万円）  （百万円）
１．減価償却実施額    

有形固定資産  271  278  568 
無形固定資産  18  31  35 
合 計  289  309  603 

 

２．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所 その他 

寮・社宅等 土地・建物等 宮崎県えびの市  

賃貸用設備 土地・建物等 神奈川県伊勢原市 

当社が所有する設備を連
結子会社である高周波工
業㈱に賃貸し、同社が電
気機械器具等を製造して
おります。 

土地の時価の下落により収益性が低下した資産等を対象に、回収可能価額が帳簿価額を下回るもの
について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（461 百万円）として特別損失
に計上しております。 
固定資産の種類ごとの減損損失の金額の内訳は、土地 432 百万円、建物・構築物 13 百万円、機械・

運搬具 14 百万円、その他 0百万円であります。 
資産のグルーピングは、主として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分ごとに行って

おります。 
当資産グループの回収可能価額は正味売却価額をもとに測定しており、土地・建物については不動

産鑑定評価額、機械装置等については取得価額の 5％を売却可能価額として評価しております。 

 

 

①リース取引 
証券取引法第 27条の 30の 6の規定に基づき電子開示を行っておりますので記載を省略しておりま

す。 

 

②子会社株式及び関連会社株式 
前中間会計期間（自平成 16 年 4月 1日 至平成 16 年 9 月 30 日）、当中間会計期間（自平成 17 年 4

月 1 日 至平成 17 年 9 月 30 日）及び前事業年度（自平成 16 年 4 月 1 日 至平成 17 年 3 月 31 日）
における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


